
平成 み丁年 十 月
ケ' 日判決言渡 同 日原本交付 裁 判所書記官

平成 22年 (行ウ)第 2号  教 科書採択無効確認等請求事件

口頭弁論終結 日 平 成 24年 3月 27日

決判

愛媛県今治市!

原

愛媛県今治市

原

愛媛県今治市

原

愛媛県今治市

l i ! , 】

' ' 1      原

t.',,    愛 媛県今治市

｀
i),',       原

愛媛県今治市

告    奥   村

告    高   井

告    別   府

r E

生
回

原

愛媛県今治市

原

と
口

生
回

上記 4名訴訟代理人弁護士

愛媛県今治市別宮町 1丁 目4番 地 1

被        告     今    治    市

同 代 表 者 市 長   管   良  二

同所

被   告  今 治 市 長

菅     良   二

同 指 定 代 理 人   宮  崎  晃 1 嘉
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同

同所

同

同

同所

被

佐   伯

被       告    今 治 市 教 育 委 員 会

同 代 表 者 委 員 長   西  原

同 指 定 代 理 人   福  田

渡  部

村  上

告    今 治市教育委員会事務局総務課長

一  色

同所

告    今 治市教育委員会事務局学校教育課長

渡   遊

被        告     今 治市総務部契約課長

卜  部

上記 6名訴訟代理人弁護士  高   井

1 本 件訴え (次項の請求に係る部分を除く。)を 却下する。

2 原 告らの被告今治市長に対する地方自治法 242条 の 2第

1項 4号 本文に係る請求 (今治市教育委員会への損害賠償の

請求をすることを求める部分を除く。)を 実却する。

3 訴 訟費用は原告らの負担とする。

事 実 及 び 理 由

第 1 請 求

I 教 科書採択の無効確認

被

文主
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被告今治市教育委員会が,平 成 21年 8月 27日 にした,中 学校用教科用図

書 (扶桑社版の歴史教科書及び公民教科書並びに三省堂版 1年 ないし3年用の

国語教科書)に 係る採択が無効であることを確認する。

2 教 科書採択の取消し (上記 1の予備的請求)

被告今治市教育委員会が,平 成 21年 8月 27日 にした,中 学校用教科用図

書 (扶桑社版の歴史教科書及び公民教科書並びに三省堂版 1年 ないし3年用の

国語教科書)に 係る採沢を取り消す。

3 採 択に係る怠る事実の違法確認

被告今治市長が,今 治市教育委員会に対し,下 記の教科書を採択の対象から

除外するなどの必要な措置をするよう求める請求を怠ったことが違法であるこ

とを確認する。

記

「違法な検定合格教科書 (中学校用教科用図書扶桑社版歴史教科書及び同扶桑

社版公民教科書並びに同自由社版歴史教科書並びに新しい歴史教科書をつく

る会,扶 桑社並び自由社による独占禁止法に反した教科書 (扶桑社版教科書

及び自由社版教科書)」

4 公 金支出行為の無効確認

(1)被 告今治市長,被 告今治市教育委員会及び被告今治市教育委員会事務局学

校教育課長が,第 1項 の採択に際し,小 日|  ;高 橋  ,井 門オ ,藤

井  及 び西本  に 対して配付した別紙 1(本 件複写費用計算表)の 香号

1ないし8の 「資料名」欄記載の各資料の複写費用として,当 該 「金額」欄

記載の金員を支出した行為が無効であることを確認する。

(2)被 告今治市長,被 告今治市教育委員会及び被告今治市教育委員会事務局総

務課長が,平 成 21年 8月 27日 開催の第 15回 教育委員会のための報酬と

して,別 紙 2(本 件報馴額計算表)の 香号 1ないし5の 「支払の相手方」及

び 「報酬額」の各欄記載のとおり,金 員を支出した行為が無効であることを
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確認する。

(3)被 告今治市長,被 告今治市教育委員会及び被告今治市総務部契約課長が,

別紙 3(本 件図書購入費用計算表)の 番号 1ないし8の 「書籍名」欄記載の

教科用図書及びその教師用指導書の購入費用として,当 該 「金額」欄記載の

金員を支出した行為が無効であることを確認する。

5 賠 償命令に係る怠る事実の違法確認

被告今治市長,被 告今治市教育委員会,被 告今治市教育委員会事務局学校教

育課長,被 告今治市教育委員会事務局総務課長及び被告今治市総務部契約課長

が,後 記 7記載のとおりの賠償の命令を怠ることが違法であることを確認する。

6 地 方自治法 242条 の2第 1項 4号本文に係る請求

(1)被 告今治市長,被 告今治市教育委員会,被 告今治市教育委員会事務局学校

教育課長,被 告今治市教育委員会事務局総務課長及び被告今治市総務部契約

課長は,菅   ,今 治市教育委員会及び檜垣;   に 対して, 1050円 及

びこれに対する本訴状送達の日の翌日から支払済みまで年 5分 の割合による

金員を連帯して支払うよう請求せよ古

(2)被 告今治市長,被 告今治市教育委員会,被 告今治市教育委員会事務局学校

教育課長,被 告今治市教育委員会事務局総務課長及び被告今治市総務部契約

課長は,菅   ,今 治市教育委員会及び大和  に 対して, 22万 4774

円及びこれに対する本訴状送達の日の翌日から支払済みまで年 5分 の害」合に

よる金員を連帯して支払うよう請求せよ。

(3)被 告今治市長,被 告今治市教育委員会,被 告今治市教育委員会事務局学校

教育課長,被 告今治市教育委員会事務局総務課長及び被告今治市総務部契約

課長は,菅   ,今 治市教育委員会及び 卜部  に 対して, 153万 215

3円 及びこれに対する本訴状送達の日の翌日から支払済みまで年 5分 の害!合

による金員を連帯して支払うよう請求せよ。

7 地 方自治法 242条 の2第 1項 4号 ただし書に係る請求
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(1)被 告今治市長,被 告今治市教育委員会,被 告今治市教育委員会事務局学校

教育課長,被 告今治市教育委員会事務局総務課長及び被告今治市総務部契約

課長は,小 日   ,高 橋  ,井 門;  ,藤 井
' 及 び西本  に 対し,

それぞれ, 210円 及びこれに対する本訴状送達の日の翌日から支払済みま

で年 5分 の割合による金員の賠償の命令をせよ。

(2)被 告今治市長,被 告今治市教育委員会,被 告今治市教育委員会事務局学校

教育課長,被 告今治市教育委員会事務局総務課長及び被告今治市総務部契約

課長は,小 日|  ,高 橋! ,井 門  ,藤 井  及 び西本|  に 対し,

それぞれ,別 紙 2(本 件報酬額計算表)の 該当する 「報酬額」欄記載の金員

及びこれに対する本訴状送達の日の翌日から支払済みまで年 5分 の害!合によ

る金員の賠償の命令をせよ。

(3)被 告今治市長,被 告今治市教育委員会,被 告今治市教育委員会事務局学校

教育課長,被 告今治市教育委員会事務局総務課長及び被告今治市総務部契約

課長は,小 日   ,高 橋! ,井 門|  ,藤 井  及 び西本ナ  に 対し,

連帯して, 153万 2153円 及びこれに対する本訴状送達の日の翌日から

支払済みまで年 5分 の割合による金員の賠償の命令をせよ。

第 2 事 案の概要

1 本 件は,今 治市の住民である原告らが,前 記 「第 1」記載のとおり,① 被告

今治市教育委員会が平成 21年 8月 27日 にした中学校用教科用図書 (扶桑社

版の歴史教科書及び公民教科書並びに三省堂版 1年 ないし3年用の国語教科書。

以下 「本件教科書」という。)に 係る採択 (以下 「本件採択」という。)の 無

効確認請求,② 本件採択の取消請求 (上記①の予備的請求),③ 本件教科書を

本件採択の対象から除外するなどの必要な措置 (以下 「本件除外措置等」とい

う。)を怠つた事実の違法確認請求,④前記 「第1」の 「4」の Rl泊ないし

X3泊の各公金支出 (以下 「本件各公金支出」という。)行為の無効確認,⑤

後記②の賠償命令を怠る事実の違法確認請求,⑥地方自治法242条 の2第 1
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項 4号 本文に係る損害賠償の請求を求める請求,⑦ 同号ただし書に係る賠償命

令を求める請求をする事案である。             .

2 前 提事実 (争いのない事実並びに証拠及び弁論の全趣旨により容易に認定で

きる事実)

(1)原 告らは,今 治市の住民である (弁論の全趣旨)。

‐
      (2)本 件当時において関係各機関の地位にあつた者は,次 のとおりである (争

ヤ
      い のない事実)。

ア 今 治市長 菅

V       イ
 今 治市教育委員会

閉 委 員長 小 田

竹)教 育長 高 橋

|lt,'｀
'!     の  教 育委員 藤 井  ,井 門!  ,西 本

.|,S,】    ゥ  今 治市教育委員会事務局
`11'・
     閉  学 校教育課長 檜 垣|

岡 総 務課長 大 成

工 今 治市総務部契約課長  卜 部

(3)本 件採択

V       被
告今治市教育委員会は,平 成 21年 8月 27日 ,第 15回 教育委員会 (

以下 「本件会議」という。)に おいて,本 件教科書を採択した (争いのない

事実,甲 5)。

(4)会 議資料の複写作成

本件会議の資料として,市 庁舎内に設置されている複写機を使用して,別

紙 1の番号 1な いし8の 「資料名」欄記載の各資料 (以下 「本件資料」とい

う。)が 作成され,出 席委員ら (前記(2)イの5名 。以下 「本件出席委員」と

いう。)は ,そ の配付を受けた (争いのない事実,弁 論の全趣旨)。

(5)本 件出席委員の報酬等及びその支払の事実
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本件当時における本件出席委員の報酬又は給与の月額は,別 紙 2の 「月額

報酬額」欄に記載のとおりである (争いのない事実)。 そして,本 件出席委

員は,本 件当月の報酬又は給与として,同 欄記載の各金員の支払を受けた (

弁論の全趣旨)。

なお,当 該報酬,給 与の支払に係る決裁は,今 治市教育委員会事務決裁規

程により専決権者とされている当時の被告今治市教育委員会事務局総務課長

によって行われた (乙9,弁 論の全趣旨)。

(6)図 書購入費                          コ

被告今治市は,本 件採択後,別 紙 3の番号 1な いし8の 「書籍名」,「 冊

数」及び 「金額」の各欄記載のとおり,教 科用図書及びその教師月指導書 (

以下 「本件図書」という。)を 購入し,そ の代金として,計 153万 215

3円 を支出した (争いのない事実)。

なお,上 記支出に係る決裁は,今 治市事務決裁規程により専決権者とされ

ている当時の被告今治市総務部契約課長によつて行われた (乙8,弁 論の全

趣旨)。

当事者の主張 (後記の争点 1, 2に 関するもの)

(1)本 件訴えの適法性 (争点 1)

ア 被 告らの主張

本件採択は,財 務会計上の行為ではないし,行 政処分にも当たらない。

本件除外措置等は,財 務会計上の行為ではない。本件各公金支出は,行 政

処分に当たらない。地方自治法 242条 の2第 1項 4号 本文に係る損害賠

償の請求及び同号ただし書に係る賠償命令を求める請求に関し,被 告今治

市長以外の被告らには被告適格がない。

イ 原 告らの主張

本件採択は,平 成 18年 度検定を経てそのいずれを使用しても適法なも

のである教科書のいずれかを選択するという意思を確定することにとどま
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らず,今 治市地区の子どもたちが学校で使用するのに最も適した教科書と

して,本 件教科書を特定したものであるから,公 権力の行使により直接国

民の権利義務を形成し,又 はその範囲を確定することが法律上認められて

いるものであるといえるから,行 政処分に当たる。

被告らは,適 切な被告を明示する義務 (行訴法 11条 5項 )を 果たして

おらず,本 件において被告適格を問題とすることはできない。

(2)本 件各公金支出についての財務会計法規上の義務違反の有無 (争点 2)

ア 原 告らの主張

以下に述べるところからすれば,本 件各公金支出は,裁 量権を逸脱,濫

用したものであり,財 務会計法規上の義務に違反しているといえる。

まず,本 件図書の購入費用の支出についてみるに,被 告今治市教育委員

会が,今 治地区教科用図書採択協議会 (以下 「採択協議会」という。)の

答申等を無視し,独 善的な評価によって,本 件教科書を違法に採択した結

果,新 たに教師用指導書等 (上記答申等のとおりに採択がされていれば,

購入の必要のない書籍)を 購入する必要が生じた。そこで,原 告ら及び今

治市市議は,本 件採択後,住 民監査請求をするなどして,そ の違法を広く

訴えていた。

ところで,教 育委員会は,自 治体の行政や議会からの教育への介入を防

止するため,独 立した執行機関たる行政機関として設置されているから,

財務当局者は,教 育内容等に対する介入を行つてはならないが,本 件採択

を原因とする財政支出を伴 う以上,財 務立憲主義の見地から,本 件採択に

おける適正手続違反の有無を点検,審 査する義務を負 う。

そして,今 治市長には,今 治市会計規則 147条 に基づきす必要な検査

をさせる権限があるし,会 計管理者による会計事務の検査の規定もある (

同規則 150条 )か ら,立 憲的財政制度における財政民主主義原理に基づ

く監査や,適 正な点検,審 査が行われていれば,前 述のように不要な書籍
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の購入を未然に防止することができた。

ところが,こ のような点検,審 査が行われなかつた結果,本 来なら必要

のない本件図書が購入されたのであるから,そ の購入に係る公金支出は,

地方自治法 2条 14項 (最少の経費で最大の効果を挙げるべき旨定めたも

の),地 方財政法4条 1項 (目的達成のための必要最少限度の経費支出を

定めるもの)に 明らかに違反しており (なお,こ れらの規定から,本 件図

書の購入につき,市長に広範な裁量権はない。),そ の購入は,全 くの事

実の基礎を欠き,社会通念に照らして著しく妥当性を欠いていることが明

白である。

なお,本 作図書の購入事務のうち,そ の購入の決定 (以下 「本件要求決

定」という。)は ,被 告今治市教育委員会事務局のうち,学 校教育課が執

り行うべきものである (今治市教育委員会事務局処務規則)の に,実 際に

は,総 務課がこれを執り行つており,こ の点においても違法がある。

そして,以 上と同様に,本 件資料作成のための複写費用や,出 席委員の

報酬等 (本件会議の出席に係る部分)の 支出についても,社 会通念に照ら

して著しく妥当性を欠いているといえる。

イ 被 告らの主張

地方公共団体の長は,関 係規定に基づき予算執行の適正を確保すべき責

任を地方公共団体に対して負担するが,反 面,地 方教育行政の組織及び運

営に関する法律上,独 立した機関としての教育委員会の有する固有の権限

内容にまで介入し得るものではなく,こ のことから,地 方公共団体の長の

有する予算執行の執行機関としての職務権限には,お のずから制約が存す

るから,予 算執行の適正の確保の見地から看過し得ないものである場合に

限つて,財 務会計上の行為等の違法性を問うことができる (最高裁判所平

成 4年 12月 15日 第二小法廷判決 ・良集 46巻 9号 2753頁 )。

ところで,本 件図書の購入は,本 件採択とは別に,本 件図書が事務に必
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要であるから行われるものであるから,そ の購入の判断は,市 長の広範な

裁量に委ねられている。

そうすると,本 件図書の購入に係る判断が,予 算執行の道正の確保の見

地から看過し得ないものである場合といえるのは,判 断の基礎とされた重

要な事実に誤認があること等により,判 断が全くの事実の基礎を欠くもの,

又は事実に対する評価が明白に合理性を欠くこと等により,上 記購入に係

る判断が!社 会通念に照らして著しく妥当性を欠くことが明らかであると

認められ,そ のため,著 しく合理性を欠き,与 えられた広範な裁量権を逸

脱,濫 用する場合に限られる。そして,本 件において,そ のような事情は

存在しない。

第 3 当 裁判所の判断

1 本 件訴えのうち,本 件採択の無効確認,取 消しの各請求に係る部分について

住民訴訟は,い わゆる民衆訴訟の一種であつて,法 が特に認めた場合に限り

出訴が許されるのであるから,地 方自治法 242条 の2第 1項 に列挙された住

民訴訟の類型に該当しないものは,不 適法というべきである。

そして,住 民訴訟について規定する地方自治法 242条 の 2第 1項 は,住 民

訴訟の対象となる事項を同法 242条 1項 に定める事項 (いわゆる財務会計行

為)に 限定している。

ところが,本 件採択は,同 法 242条 1項 に定める事項 (いわゆる財務会計

行為)に は該当しないことが明らかであるから,本 件訴えのうち,本 件採択の

無効確認,取 消しの各請求に係る部分は,不 適法として却下すべきである。

2 次 に,本 件訴えのうち,本 件除外措置等に関する怠る事実の違法確認請求に

係る部分の適法性につき判断するに,本 件除外措置等は,同 法 242条 1項 に

定める事項 (いわゆる財務会計行為)に は該当しないから,本 件訴えのうち,

本件除外措置等に関する怠る事実の違法確認請求に係る部分は,不 適法として

却下すべきである。
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3 本 件訴えのうち,本 件各公金支出の無効確認請求に係る部分について

上記請求は,地 方自治法 242条 の2第 1項 2号 に基づくものであるところ,

同号の対象となる 「行政処分」とは,公 権力の主体たる国または公共団体が行

う行為のうち,そ の行為によつて,直 接国民の権利義務を形成し,ま たヤまその

範囲を確定することが法律上認められているものをいうと解される (最高裁判

所昭和 39年 10月 29日 第一小法廷判決 ・民集 18巻 8号 1809頁 参照)。

ところが,本 件各公金支出は,単 なる費用の支出であり,い ずれも前示の行

政処分には当たらない。この判断に反する原告らの主張は採用できない。

よつて,本 件訴えのうち,本 件各公金支出の無効確認請求に係る部分は,不

適法として却下すべきである。

4 本 件訴えのうち,地 方自治法 242条 の2第 1項 4号 本文に係る請求に係る

部分について

原告らは,被 告今治市長,被 告今治市教育委員会,被 告今治市教育委員会事

務局学校教育課長,被 告今治市教育委員会事務局総務課長及び被告今治市総務

部契約課長の5名 に対し,地 方自治法 242条 の2第 1項 4号 本文に係る請求

をしている。

そこで,事 案に鑑み,第 1に ,地 方自治法 242条 の2第 1項 4号 本文に係

る請求につき,被 告を今治市長とする部分と,そ の余の4名 とする部分とに分

け,第 2に ,被 告今治市長に対する請求につき,損 害賠償の請求を求める相手

方を今治市教育委員会とする部分と'そ の余の部分とに分けて,順 次判断する

こととする。

5 本 件訴えのうち,地 方自治法 242条 の2第 1項 4号 本文に係る請求 (被告

今治市長に対する請求を除く。)に 係る部分について

住民訴訟は,い わゆる民衆訴訟の一種であって,法 が特に認めた場合に限り

出訴が許されるのであるから,地 方自治法 242条 の2第 1項に列挙された住

民訴計の類型に該当しないものは,不 適法というべきである。
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ところで,地 方公共団体が有する債権の管理は1普 通地方公共団体の長の権

限とされており (地方自治法 240条 ),か つ,被 告今治市においては,同 市

長から他の職員に権限の委任が行われていないから (弁論の全趣旨),本 件に

おける地方自治法 242条 の2第 1項 4号 本文に係る請求の被告となり得るの

は,被 告今治市長のみである。

そうすると,本 件訴えのうち,地 方自治法 242条 の 2第 1項 4号 本文に係

る請求 (被告今治市長に対する請求を除く。)に 係る部分は,地 方自治法 24

2条 の2第 1項 に列挙された住民訴訟の類型に該当しないものとして,不 適法

であるから,こ れを却下すべきである。

6 本 件訴えのうち,原 告らの被告今治市長に対する地方自治法 242条 の2第

1項 4号 本文に基づく請求 (今治市教育委員会への損害賠償の請求をすること

を求める部分に限る。)に 係る部分について

今治市教育委員会は,地 方公共団体の執行機関にすぎず,私 法上の権利義務

の主体とはなり得ないから,通 常の民事訴訟における当事者能力を有しない。

そうすると,本 件訴えのうち,原 告らの被告今治市長に対する地方自治法 2

42条 の2第 1項 4号 本文に基づく請求 (今治市教育委員会への損害賠償の請

求をすることを求める部分に限る。)に ついては,不 適法というべきであるか

ら,こ れを却下すべきである。

7 原 告らの被告今治市長に対する地方自治法 242条 の2第 1項 4号 本文に基

づく請求 (今治市教育委員会への損害賠償の請求をすることを求める部分を除

く。)に ついて

(1)地 方自治法 242条 の2第 1項 4号 に基づき当該職員に損害賠償責任を問

うことができるのは,先 行する原因行為に違法事由がある場合であつても,

上記原因行為を前提にしてされた当該職員の行為自体が財務会計法規上の義

務に違反する違法なものであるときに限られる (最高裁判所平成 4年 12月

15日 第二小法廷半U決・民集 46巻 9号 2753頁 )。
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ところで,本 件において,先 行する原因行為とされるのは,地 方公共団体

の長から独立した機関である教育委員会がした教科書の採択 (本件採択)で

ある。

そこで,進 んで,教 育委員会と地方公共団体の長との間の権限の配分関係

について検討するに,① 地方教育行政の組織及び運営に関する法律 23条 は,

地方公共団体が処理する教育に関する事務のうち,学 校その他の教育機関の

設置,管 理及び廃止,教 育財産の管理,教 育委員会及び学校その他の教育機

関の職員の任免その他の人事,教 科書その他の教材の取扱いに関することな

ど,そ の主要なものを教育委員会の職務権限としている。②これに対し,地

方公共団体の長の職務権限を定めた同法 24条 は,大 学及び私立学校に関す

る事務 (1, 2号 )を 除いては,教 育財産の取得及び処分 (3号 ),教 育委

員会の所掌に係る事項に関する契約の締結 (4号 )並 びに教育委員会の所掌

に係る事項に関する予算の執行 (5号 )と いう財務会計上の事務にこれを限

定しているといえる。

そうすると,地 方公共団体の区域内における教育行政については,原 則と

して,こ れを地方公共団体の長から独立した機関である教育委員会の固有の

権限とすることにより,教 育の政治的中立と教育行政の安定の確保を図ると

ともに,教 育行政の運営のために必要な財産の取得,処 分,契 約の締結その

他の財務会計上の事務については,こ れを地方公共団体の長の権限とするこ

とにより,教 育行政の財政的側面を地方公共団体の一般財政の一環として位

置付けて,地 方公共団体の財政全般の総合的運営の中で,教 育行政の財政的

基盤の確立を期することとしたものと解される。

以上のとおりの教育委員会と地方公共団体の長との間の権限の配分関係に

鑑みると,教 育委員会がした教科書の採択について,地 方公共団体の長は,

同採択が著しく合理性を欠きそのためこれに予算執行の適正確保の見地から

看過し得ない瑕疵の存する場合でない限り,同 採択を尊重しその内容に応じ
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た財務会計上の措置を採るべき義務があり, これを拒むことは許されないも

のと解するのが相当である。けだし,地 方公共団体の長は,関 係規定に基づ

き予算執行の適正を確保すべき責任を地方公共団体に対して負担するもので

あるが,反 面,前 示のとおり,教 科書採択の内容にまで介入し得るものでは

なく,こ のことから,地 方公共団体の長の有する予算の執行機関としての職

務権限には,お のずから制約が存するものというべきであるからである。

(2)こ れを本件につきみるに,原 告らは,本 件において,本 件採択の違法性に

ついて,教 科書の検定制度自体の違憲,違 法や,教 科書採択の権限の帰属,

教育委員会が教科書の採択をするに当たつて,採 択協議会の答申に拘束され

るか等の点を踏まえて,る る主張するが,① 本件各公金支出の当時,本 件教

科書に係る検定の有効性を否定すべき客観的な事情があったとは認められな

いし,② 「公立学校の教科書採択権限は,公 立学校にあつては,所 管の教育

委員会の責任において行われるとする。」とする文部省初等中等教育局長回

答 (昭和 35年 5月 11日 委初第 109号 )が 存在しており (乙4),こ の

回答を不当とする意見もあるものの (甲59),予 算の執行機関としては,

当該意見をもつて,直 ちに上記回答を否定することはできない。また,③ 本

件各公金支出の当時,今 治市教育委員会が教科書の採択をするに当たつて,

採択協議会の答申に拘束されることを明示した法令上の根拠が存在していた

とは認められないし,④ 本件会議における採択の手続や委員の審査の在り方

等の点については,む しろ,地 方公共団体の長から独立した機関である教育

委員会の自律性が尊重されるべき事柄であるといえる。

そして,そ の他原告らが本件において本件採択の達法事由として指摘する

各点を踏まえて検討しても,本 件採択につき,著 しく合理性を欠き,そ のた

めこれに予算執行の適正確保の見地から看過し得ない瑕症が存するとは認め

られない。

以上の次第で,本 件各公金支出自体が,財 務会計法規上の義務に違反する
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違法なものであると認めることはできない。

(3)これに対し,原 告らは,本 件図書の購入事務の
一部である本件要求決定に

つき,今治市教育委員会事務局処務規則の定め (教科書その他の教材に関す

ることを同事務局学校教育課の分掌事務とするもの)に 反して,同 事務局総

務課がこれを執り行つた点を違法事由の
一つとして主張すると

そこで,検 討するに,本 件要求決定とは,あ る物品を購入したいとの決定

であり, これに基づいて支出負担行為権者に要求をすることになるというも

のである (弁論の全趣旨)。

そして,上 記規則 3条 2項 は,「 各課の分掌事務は,お おむね次のとおり

とする。」という定め方にとどまる上,同 事務局総務課の分掌事務の中には,

「教材及び教具の設備計画に関すること」も含まれていること (高条項 11

号)か らすれば,教 科書等の購入に係る要求決定についての同事務局内にお

ける分掌事務の区分が上記規則において格別重視されているとまで認めるこ

とはできない。

そうすると,同 事務局総務課が本件要求決定をした
一事をもつて,直 ちに

財務会計法規上の義務違反に当たるとすることはできない。

(4)本 件各公金支出のうち,本 件資料の複写費用及び本件出席委員に対する報

酬等につき付言するに,本 件会議における採択の内容ないし結論タロ何によつ

て,本 件会議のために作成された本件資料の複写費用の支出行為や,本 件出

席委員に対する報酬等の支出行為の違法性の有無が左右されるものではない。

この点からも,財 務会計法規上の義務に違反する違法性が否定される。

(5)そ して,他 に,本 件各公金支出につき財務会計法規上の義務に違反する違

法が認められないとの判断を覆すに足りる事情を見出せない。

なお,原 告らが提出した弁論再開の申立書 (各通)の 中で,弁 論再開の必

要性として指摘するところを逐一検討しても,上 記判断を左右し得るような

ものは見当たらない。
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(6)以 上の次第で,原 告らの被告今治市長に対する地方自治法 242条 の 2第

1項 4号本文に基づく請求 (今治市教育委員会への損害賠償の請求をするこ

とを求める部分を除く。)は 理由がないから,こ れを棄却すべきである。

8 本 件訴えのうち,① 賠償命令に係る怠る事実の違法確認請求に係る部分及び

②地方自治法 242条 の 2第 1項 4号 ただし書の請求に係る部分について

住民訴訟は,い わゆる民衆訴訟の
一種であつて,法 が特に認めた場合に限り

出訴が許されるのであるから,地 方自治法 242条 の2第 1項 に列挙された住

民訴訟の類型に該当しないものは,不 適法というべきである。

そして,賠 償命令の対象となる者は,同 法 243条 の 2第 1項 により,同 条

項所定の者に限られる。

ところが,原 告らが本件訴訟において賠償命令の対象としているのは,本 件

出席委員 (教育委員会委員長,同 教育長及び同委員)で あつて,こ れらの者は,

同法 243条 の 2第 1項所定の者には該当しない。

そうすると,本 件訴えのうち,前 掲①,② の請求に係る部分については,同

法 242条 の2第 1項に列挙された住民訴訟の類型に該当しないものとして,

不適法であり,却 下を免れない。

(なお,仮 に,本 件訴えのうち,前 掲①,② の請求に係る部分が適法であつて

も,前 示 7に よれば,こ れらの請求は理由がないから,棄 却すべきである。)

9 よ って,主 文のとおり判決する。

松山地方裁判所民事第 2部

裁判長裁判官 人滋島力日

瀬 戸 茂 峰裁判官
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裁判官 聡

- 1 7 -



別紙 1

本件複写費用計算表

番号 資料名 枚数 金額 (円)

1 平成 22年 度使用教科書調査報告書 国 語 2 2 0

つ
ち 平成 22年 度使用教科書調査報告 歴 史的分野 2 2 0

3 平成 22年 度使用教科書調査報告 公 民的分野 つ
る 2 0

4 今治地区教科用図書採択協議会 報 告書 2 2 0

5 愛媛県教科用図書選定資料 国 語 3 3 0

6 愛媛県教科用図書選定資料 歴 史的分野 5 5 0

7 愛媛県教科用図書選定資料 公 民的分野 4 4 0

8 平成 18年 度使用教科書調査報告書 1 1 0

9 1人 当た り合計 2 1 2 1 0

1 0 5名 分の合計 1 0 5 1 , 0 5 0
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局けれR2

本件報酬額計算表

番号 支払の相手方 月額報酬額 (円) 報酬額(円)

1 小日   (委 員長) 1 2 6 , 8 0 0 6 3 , 4 0 0

０
つ 井門   (委 員) 1 0 2 ,  5 0 0 5 1 ,  2 5 0

3 藤井   (委 員) 1 0 2 ,  5 0 0 5 1 ,  2 5 0

4 西本| (委 員) 1 0 2 ,  5 0 0 5 1 ,  2 5 0

5 高橋   (教 育長) 6 7 1 , 0 0 0 7 , 6 2 4

6 合計 2 2 4 ,  7 7 4
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男町ネ氏3

本件図書購入費用計算表

番号 書籍名 定価 (円) 冊数 金額 (円)

1 扶桑社版公民 6 9 7 2 6 1 8 ,  1 2 2

2 扶桑社版歴史 6 9 7 3 0 2 0 , 9 1 0

3 三省堂版国語 1年 7 2 1 2 6 1 8 ,  7 4 6

4 三省堂版国語 2年 7 2 1 2 5 1 8 ,  0 2 5

5 扶桑社版公民教師用指導書 1 1 ,  5 5 0 2 3 2 6 5 ,  6 5 0

6 扶桑社版歴史教師用指導書 1 2 ,  6 0 0 2 4 3 0 2 , 4 0 0

7 三省堂版国語 1年 教師用指導書 1 8 ,  9 0 0 2 4 4 5 3 , 6 0 0

8 三省堂版国語 2年 教師用指導書 1 8 ,  9 0 0 2 3 4 3 4 ,  7 0 0

9 合計 1 ,  5 3 2 ,  1 5 3

- 20 -


